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港湾運送業における資源配分の効率性
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1. 序

乙の論文は，労働者 1人当りの付加価値と労働装備率との間の関係につい

て日本の資料を利用して回帰分析を行ない，港湾運送業の資源配分について

相対的評価を与え，かつ港湾運送業の市場（産業）特性を明らかにする乙と

を目的としている。こ乙で用いる効率基準は最小費用でかつ最大産出量を実

現しうる資源配分を効率的資源配分とする静態的効率基準である。

まず乙乙で，今までの分析結果とわれわれの分析目的について述べた後，

第二節では分析モデル（効率基準）が明らかlとされる。第三節では分析モデ

jレiζもとづいて港湾運送業の船内荷役，はしけ運送 沿岸荷役業における資

源配分が効率的であったどうかを評価する。そ乙でわれわれは，船内荷役と

はしけ運送は相対的に効率的であり，沿岸荷役は非効率的であったという結

果を得る。そして第4節では，港湾運送サービスの特徴を前提として港湾運送

業だけではなく，運輸業や他のサービス業の資源配分についても評価分析す

る。そして乙乙では，港湾運送業の資源配分が運輸業のなかでは相対的iζ効
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率であるという乙とと，昭和45年には非効率的， 50年f［は効率的， 55年には

また非効率的というように循環的となっていることが明らかにされる。そし

て最後iζ簡単なむすびが与えられる。

従来この種の分析は産業組織論の観点からなされてきた。 1951年のJ.S. 

ベインの研究以後30年聞にわたって経済学者は売手集中度と利潤率との聞の

関係において，産業間の利潤率の格差を生み出す売手集中度が存在するかど

うか，いわゆる利潤率の格差を生み出す売手集中度が存在するかどうか。も

し存在するならばその水準（臨界点）はいくらであるかという問題として論

じられてきた。

市場支配力を有する独占や寡占企業が占める産業では競争を制限するよう

な行動が比較的容易に形成されやすし、。それゆえに乙のような産業では競争

均衡における場合よりも 産出量を抑制し 価格を高く設定する乙とによっ

て長期安定的lζ高利潤を獲得する乙とができる。 したがって長期安定的な高

利潤は産業の非効率的な資源配分の指標となる。乙のような利潤は少数企業

iζよる売手集中度を背景にして，多様な参入障壁を形成する乙とによって生

まれ，そして参入障壁の高さが利潤率の高さを規定する。その参入障壁は規

模の経済，製品差別化，資本量，技術水準等iζ依存している。 ζのような理

論的前提の下K，産業の利潤率と市場構造要因との間の関係について数多く

の実証分析がなされてきた。

しかし超過利潤の原因は独占や寡占企業の市場支配力だけではなく，技術

水準，危険負出，経営努力，予惣外の需要変動等があげられる。 したがって

産業の効率性を評価するためには市場支配力lζもとづく利潤と他の要因にも

とづく利潤とを区別する乙とが必要である。 しかし現実（データ）の利潤を

市場支配力iとよって生み出されたものと他の要因によるものとを区別する乙

とは容易ではない。

また競争均衡が資源の最適配分を実現するという定理は市場機構がすぐれ

た機能を内包している乙との証明であるが，ζの定理は収獲逓増，外部経済，

不確実性，公共財が存在する場合iとはもちろん成立しなし、。乙の乙とはある

市場においては価格調整による資源配分よりも他の調整による資源配分がす
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ぐれている乙とを意味している。 事実，経済社会iζは価格機構iとよらない

メカニズムが数多く存在し，それをわれわれは利用している。 また政府は

最適資源、配分の実現のために 産業への直接的 ・間接的介入や規制を行ない，

市場機構への補完 ・代理の役割を果している。乙のように次善的な手段によ

って資源配分を実現しているかぎり， ζのような場合を含めて産業効率を評

価するためには利潤率が長期安定的に存在するという乙とのみでは不十分で

ある。とすればある産業において長期的に高利潤を獲得していたとしても，

それは相対的な意味において不効率であるとは限らない。すなわち過当競争

（過剰設備，過剰雇用）が資源配分を査めている乙とが指摘されているよう

に，少数企業支配による市場構造において実現された市場成果が多数の企業

からなる市場構造iとおいて実現された場合の市場成果f［対してし、かなる場合

iζおいても劣るとはかぎらないのである。乙の乙との優劣を評価するために

は，いろいろなメカニズムによる資源配分を設定し，それぞれの市場成果が

比較可能となるモデルによるシミュレーション実現を行なわないかぎり不可

能である。乙の意味において，ある産業が他の産業と比較して相対的意味iζ

おいて効率的であるという乙とは意義がある。すなわち，産業間の資源配分

の状態をある効率基準にもとづいて比較評価する乙とは意味をもつであろう。

また従来乙の種の分析の実証研究は製造業を中心に行なわれてきた。それ

は明治以後，特iζ重要産業あるいは戦略産業として位置づけられ，日本の産

業政策といえば，重化学工業の発展iζ重点をおいた産業構造を実現し，それ

iζよって経済成長，安定，公平を実現するという基本方針があった乙とによ

るであろう。また国際分業における国際競争力の観点からも，乙れらの産業

の市場構造や市場成果は重要な問題であった。そして日本の製造業iζおける

支配的な市場形態は少数大企業iζ生産が集中している寡占となっており，産

業組織分析といえば，製造業における寡占企業の行動，市場構造の研究とい

うζとになっていた。

しかし，現在は高度経済成長の終了とともに製造業の比重は相対的K低下

し，第三次産業の雇用者と生産額も経済全体lζ占める比重が大きくなってき

ている。また産業への法律にもとづく政府の直接的規制・介入はむしろ乙の
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第三次産業（サービス業）が中心となっているので 特iζ産業の規制の問題

にかかわる分析が必要となる。 したがって乙の分野Kおける産業の効率性

を評価するためには，市場特性や財・サービスの特徴を前提として従来とは

異なった視点から分析する必要がある。

そ乙で乙の論文は以上のような問題意識にもとづいて港湾運送業の資源配

分の効率性ICついて分析する。

注 （1)Ralph M内 Bradburdand A Mead Over , ] r〔6〕 p50 

(2) 産業組織論的アプローチによる実証研究の展望は馬場〔3〕と植草〔8〕

の第6章第3節が参考となる。

(3) 超過剰J潤の発生要因を分割する研究もなされているが十分ではない。植草

〔8〕P偽 325参照。

(4) たとえば，代替財が存在しない場合や公共財である場合には数量調整メカ

ニズムが価格調整メカニズムよりもすぐれているという乙とができる。青木

〔1〕第8節参照

(5) 日本の労働市場は完全な市場メカニズムではなく，不確実性という問題を

うまく処理する乙とのできるメカニズム （雇用制度）であるといえよう。

Aoki 〔2〕。

(6) 乙のような規制の問題を分析するためには，産業と行政当局との相互作用

IL視点をあて経験的検証を行なう必要ーがある。Sti沼Ier 〔7〕。

2. 分析モデルー効率基準

われわれの経済制度が完全な市場メカニズムにもとづく資源配分ではなく，

代替的あるいは補完的なメカニズムκよって資源配分を行なっている以上，

産業の市場成果を厳密｜ζ評価するためには，代替的メカニズムによ って，あ

るいは政府の市場介入や規制のような補完的手段が行なわれなかった場合に

生み出されたであろう産業構造や資源配分の状態と実際に実現されたそれと

を比較するという乙とが必要である。しかし， 「乙ういう分析評価のために

は，あらゆる前提や手段を含む多様なケースlζついて産業構造をとらえうる

産業構造モデルによるシミュレーション実験ができなし、かぎり，実際IC::は不

可能であるJ。 そ乙で 乙乙ではひとつの相対的効率基準にもとづいて港

湾運送業と他の産業との聞の資源配分の状態を評価する。
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一般的K，市場成果を評価するための基準として使用される経済効率とは，

生産要素あるいは資源が最小費用となるように使用され，かっその最小費用

点iζおいて最大産出量を実現できる資源配分を意味している。乙こでの効率

基準も乙の定義にもとづいて次のように考える。投入された生産要素の価値

額とその生産要素の投入によって得られた生産物の価値舗との関係として，

一定の投入額の下でその投入 l単位当りの生産物の価値観が大きいほど，あ

るいは一定の生産物の価値舗を生産するのに必要な投入舗が小さいほど効率

的であると判断する。 すなわち，ある二つの産業A,B において，商産業

とも生産要素の価値観が同じであっても， A産業がB産業よりもその投入iζ

よって得られた生産物の価値舗が大きいならば， A産業はB産業よりも相対

的に効率的であるという評価を与える乙とができる。

乙のように定義される経済効率は，各産業の生産技術によって決定される

物的生産性と市場構造を特徴づける企業数，企業の市場支配力，参入障壁，

製品差別等iζよって決定される各産業の価絡形成との両方を反映したものと

なる。いまある時点のn個の産業において，名目付加価値が労働費用と資本

費用の二つの要素費用から構成されているものとし，乙の関係を次式で、表わ

す。

1) PzVz =pzqz-mi= wiLi + riK1 

z = 1 ' 2' …・・・…． n 

サフスクリプト lは産業を示す。左辺のPiVi はl産業の名目付加価値であ

り，それは1産業の産出額piqiから中間投入額miを差しヲlL、たものと定義

される。そしてその付加価値はすべて労働費用 wiLiと資本費用riKik分配

されるものとする。なお， Viは実質付加価値， Piは付加価値デフレータ一，

plは生産物価格， qlは産出量，wiは賃金率，Liは労働投入量，riは資本価

格，Kiは資本投入量を示す。乙れらの変数は相互依存的な関係にあって互

いK独立ではないが，一般的IC,Viや LiやKiは生産技術的条件に特に依存

して決定され， Piやmやriは各産業の生産物市場や生産要素市場の需給関

係ICよって決定されるものと考えることができる。（1）式を労働投入量Liで割

って l人当りの名目付加価値で表わせば次式となる。
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Pi Vi K 
2）でー＝ wi + ri ~二
LI LI 

ζの式にもとづいて，ある時点の各産業の労働の付加価値生産性 CPV/

L）と労働の資本装備率（K /L）のクロスセクションデータを用いて，

Pi Vi ~Ki 
3）でナー＝ α ＋ β~
LI LI 

の切片aおよび勾配/3を推定する乙とができる。われわれは乙の推定された

回帰式を平均概念による 「産業聞の効率基準」とし，港湾運送業における資

源配分の効率性を評価する。

縦軸p:1人当りの付加価値を，償軸lζ労働装備率をとり，推定した回帰式

を図iζ描けば図 1のNM直接となる。乙の直接が産業聞の効率基準線であり，

切片αは全産業の平均賃金率を示し，平均賃金率が高くなるにしたがって直

線は上方に位置する。また勾配βは全産業の平均資本価格を表わし，資本費

用が高くなるにしたがって，産業聞の効率基準線を示す勾配は大き くなる。

図 1 効率基準線
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いま図において， a点iと対応しているA産業とb点iζ対応しているB産業

について考えてみよう。まず2点iζ対応しているA産業は産業聞の効率基準

線よりも下方lζ位置している。乙の乙とは 労働装備率が図のE点である場

合には，平均的lζl人当りの付加価値はD点に対応する付加価値を生み出す

乙とができるけれども，乙のA産業は平均よりも低いA点i乙対応する付加価

値を生み出しているにすぎないという乙とを意味している。または， A点iζ

対応する付加価値を生み出しているならば，その付加価値を生み出すのiζ必

要な労働装備率は平均的flF点lζ対応する労働装備率という乙とになる。し

たがってa点に対応している産業は，平均的産業と比較して，付加価値にお

いてADだけ不足しており，労働装備率においてFEだけ過剰投入である乙

とを意味している。乙のように産業聞の効率基準線よりも下方K位置してい

る産業は相対的に非効率産業であるという乙とができる。また分配について

みれば， A産業lζ投入された生産要素は平均的iと過少な報酬しか得ておらず，

その不足分はADで示される。

他方，図のb点K対応するB産業は，産業聞の効率基準線よりも上方に位

置している。乙のように産業間の効率基準線より上方に位置しているB産業

はA産業とは対称的iζ，平均的産業よりも付加価値においてHBだけ大きく，

労働装備率においてGIだけ不足 している。すなわち乙の産業は生産要素投

入量が同じであっても，平均的産業よりもより多くの付加価値を生み出して

いる。したがって， B産業は平均的産業よりも相対的に効率的であるという

乙とができる。効率基準線より上方K位置している産業は，相対的に生産要

素が不足しており，分配面iζついてみれば， B産業lζ投入された生産要素は

相対的fL過大な報酬を得ているという ζとができる。

以上の産業聞の効率基準線にもとづいて， A産業は相対的に非効率産業，

B産業は相対的に非効率産業として分類する乙とができる。以下Iとおいてと

のような評価分析を港湾運送業iと適用し，資源配分が効率的であったかどう

かを明らかにする。

注 (1) 上野硲也〔9〕， 49ページ

(2) 乙のような判断基準にもとづく効率性の評価は代替メカニズムによる資源
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配分と現実の資源配分とを比較考量する乙とはできない。

(3) 推定されたFは収益率と考えるζとができる。以下の分析は上野硲也〔9〕
の研究に負うている。

3. 船内荷役業，沿岸荷役業，はしけ運送業の効率性

乙乙では，昭和44,45年（ 1969,1970）における船内荷役業，沿岸荷役

業，はしけ運送業（以下ではそれぞれ船内 ・沿岸，はしけとする）の効率性

について分析する。

(j) データ

まず産業聞の効率基準線の計測であるが，とれは昭和45年工業統計表三桁

分煩（従業者10人以上の事業所の 135産業部門のクロスセクションデータに

もとづいて計iJlljした上野裕也の計測結果を利用する。それによると全産業の

平均賃金率を示す切片αは 1.6784百万円（年額）であり，資本費用を示す傾

きFは0.23となっている。

さて，港湾運送業の船内 ・沿岸・はしけの付加価値や労働装備率等のデー

タは公式統計から得る乙とができない。もちろん資本ストックのデータも利

用可能ではない。そ乙で『港湾運送実態調査報告書』 （運輸省港湾局，昭和

45年10月）等からそれらのデータを推定した。

実態調査の結果である昭和45年3月末の港湾運送事業における資本装備率

が表 1IC示されている。乙の実態調査の結果から，船内の労働装備率は船内

の免許のみを受けている事業者である業態Dの労働装備率を利用する。同様

lと，はしけの労働装備率は業態Eの，沿岸の労働装備率は業態Fの資本装備

率を利用する。したがって乙の労働装備率は各業種の労働装備率を正確に反

映したものではないが，乙れが各事業を行なうのに必要な労働装備率を最も

よく表わしているものと考えられるからである。そ ζで乙れをもって船内，

沿岸，はしけの労働装備率とする。そして港湾運送業の労働装備率は業態の

平均値（ 1206千円）を利用する。表 lkよると 港湾運送業の労働装備率

は低く，全産業の平均3789千円の3分の lの水準となっている。特に船内

のそれは 297千円であり ，全産業の平均の13分の lという低水準である。乙
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表・ 1 港湾運送事業の労働装備率
昭和45年3月末現在

業 態 労働装備率

A ... －一般港湾運送事業（無限定）の免許を受けている者 1,372千円

（船内，沿岸，はしけ，し、かだの免許を併有してい

る者も含む）

B 一般港湾運送事業（乙仲限定以外の限定）の免許を 1,202 

受けている者 （船内，沿岸，はしけ，いかだの免許

を併有している者も含む）

c －－一般港湾運送事業（乙仲限定）の免許を受けている I 005 

者（船内，沿岸，はしけ，いかだの免許を併有して

いる者も含む）

D…ー船内の免許のみを受けている者 297 

E －ーはしけの免許のみを受けている者 I 112 

F .. 沿岸の免許のみを受けている者 I 458 

G .....ー船内，はしけ，沿岸等のうちいずれか二つ以上の事 I 017 

業免許を受けている者であって一般港湾運送の免許

を受けていない者

合計（平均） 1 206 

全産業平均 3 789 

資料出所運輸省港湾局「港湾運送実態調査報告書」昭和45年10月

のように港湾運送業は典型的な労働集約産業であり，特lζ船内は資本設備を

ほとんど必要としない事業であろう。

次lζ付加価値であるが，ζれは実態調査結果から直接利用する乙とができ

ず，次のような方法で付加価値を推定した。まず，港湾運送料金改訂認可の

ための資料である原価計算表から船内・沿岸・はしけの付加価値率を推定し，

その付加価値率にもとづいて 港湾運送取扱実績（昭和44年 1月一12月）か
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表・ 2 港湾運送取扱実績（元請量）
（取扱量単位：百万円）

企業規模 企業数 船 内 はしけ 沿 岸 f-コ 計

大企 業 57 48 988 18 433 32 294 99 715 

中小 企業 118 13 299 7 393 11,945 32 637 

言十 175 62 287 25,826 44,239 132 352 

大 企業 8 4 459 1 674 3 786 9.919 

中小企業 53 8,397 3 513 6 918 18 828 

言十 61 12 856 5 187 10.704 28.747 

大企業 16 126 2 062 2 350 4.538 

中小企業 102 856 4,818 6 201 11875 

言十 118 982 6880 8 551 16,413 

大 ,11-工ニ 業 29 29 

中小企業 17 2 498 2.498 

言十 18 2 527 2 527 

犬企 業 221 221 

中小企業 148 2 028 2.028 

言十 149 2 249 2 249 

大 企業 16 1 921 1 921 

中 小 企業 383 9.932 9,932 

言十 399 11 852 11 852 

大 4入J:. 業 19 l 954 430 2 289 4 673 

中小企業 142 3 100 323 3 800 7 223 

言十 161 5 054 753 6 089 11 896 

大 企業 117 55 556 22 820 42 640 121 016 

中小企業 964 28.150 18,095 38 796 85 041 

計 l,081 83 706 40.915 81,436 206,057 

「港湾運送実態調査報告書」 （運輸省港湾局）より作成
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ら付加価値額を推定した。そして 「港運統計資料Jの常用労働者数から，船

内 ・沿岸・はしけの l人当りの付加価値額を推定した。表3はそのようにし

て得られた付加価値率と常用労働者 l人当りの付加価値額である。

以上のように推定した付加価値は昭和44年Kおける付加価値と考えるのが

妥当であろう。というのはフローとしての生産額は昭和44年のデータであり，

ストックとしての変数である労働装備率は昭和45年3月末のデータとなって

いるからである。一殻的ICストック変数は需要変動lζ対して即座に反応しな

いという乙とやその調整には一定のタイムラグを伴うととが予想されるので，

昭和45年3月末時点の労働装備率を昭和44年の生産期聞に対応する労働装備

率と仮定する乙ともできる。したがって以上において推定した港湾運送の付

加価値や労働装備率は昭和44年対応するデータとみなすことができる。 しか

し，乙 ζでは昭和44年と45年の間で，港湾運送業においては大き江構造変化

が生じなかったものと仮定し 乙のデータを昭和45年の産業聞の効率基準線

と対応させ，昭和44.45年の港湾運送業における船内，沿岸，はしけの資源

配分の効率性について評価を与える。

表・ 3 港湾運送業の付加価値

付加価値 率 常用労働者数 l人当りの

昭和44年 付加価値額

昭和39年 昭和44-45年 昭和50年 月間平均 （千円）

船内荷役 86.2 87.5 88.7 37泊3人 I 958 

はしけ運送 46.8 60.7 74.6 12.881人 1 982 

沿岸荷役 86.5 84.1 81.6 44,171人 1 550 

地湾運送 73.2 77.4 81.6 94.435人 1 782 

資料 1 ) 付加価値率は日本港連協会提供の原価計算表より作成。

2) 常用労働者数は 「港連統計資料」により作成。
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(jj）評価 ・分析

データ上の問題が残されてはL、るが，以上iとよって昭和45年の産業聞の効

率基準線にもとづいて， 船内 ・沿岸 ・はしけの港湾運送業が全産業と比較し

て効率的な資源配分を達成していたかどうかを評価分析する乙とができる。

図2はそれを要約したものである。図から判定できるように船内とはしけは

相対的に効率産業であり，沿岸は相対的iζ非効率産業という ζとができる。

また三業種の平均としての港湾運送業は相対的iと非効率産業に属しているが，

全産業からみれば平均的産業というととができる。すなわち，昭和44年， 45

年当時の港湾運送業における資源配分は相対的に非効率的ではなく，平均的

であったという乙とができる：

百
万
円

円
一L

図・2 産業問効率基準線

PV K 
て＝I.6784+0.2301-f-

船内

沿岸

5 K 
T百万円

個々の業種についてみれば，労働不足あるいは資本不足となっているのは

船内とはしけである。 ζのような結果は当時の実態に反しているかもしれな

い。というのは昭和45年6月κ運輸省が過剰はしけ対策に関して日本港連協

会代表から実情を聴取したり，さらに 7月には，横浜地区第三部会代議員が

日本港運協会第三部会長に現有はしけ53万トンを28万トンlζ段階的に削減，
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助成補償の優先考慮を要望している。したがって当時，はしけ運送業はすで

に過剰はしけ対策を実施しており，実態としては非効率産業に属していたと

言える。乙のような実態とわれわれの分析との差について次の二つの乙とが

指摘できる。第ーに，昭和44年， 45年当時港湾運送事業者やその関係者が認

識していたように実際，過剰は しけが存在し，その対策を行う必要があった。

けれどもその過剰はしけは，他の産業iとおける過剰設備と比較すれば相対的

iζ軽微であったという乙とである。第二は データ上の問題である。われわ

れの効率基準を適用するにおいて推定した， 労働装備率，労働者数，付加価

値率のうち，特IC付加価値率は誤差が大きいものと予想される。昭和39年か

ら50年の間ではしけ運送業の付加価値率の変動が最も大きく，われわれの推

定した付加価値率が実態と結びつかないという可能性が含まれている。たと

えば，われわれの推定したはしけ運送業の付加価値率60.7 ~ぢが過大推定で

あるならば，労働者l人当りの付加価値観も過大推定となり，はしけ運送業

は相対的lζ効率産業であると判断される ζとになる。

(jjj）市場支配力と効率性

以上において，港湾運送業の資源配分の効率性を効率基準線にもとづいて

評価分析してきた。けれども以上の分析は港湾運送の市場特性を考慮したも

のではなかった。そこで以下ではその市場特性を考慮して評価分析する。

われわれの効率基準である産業閣の効率基準は市場価格で評価された付加

価値額にもとづいており，それは物的生産性だけではなく，市場構造や企業

の市場支配力等によって決定される各産業の価格形成力をも反映したもので

ある。したがってある産業の物的生産性が上昇しない場合でも，市場支配力

の増強によって価格形成力が増強されたならば その産業の価値的効率は上

昇する乙とになる。一般に 独占度の上昇あるいは寡占体制の強化は市場支

配力の増大をもたらし，価格操作による付加価値の増加と結びつくであろう

から，乙のような産業は相対的に高く評価される乙とになる。また規模の利

益となる産業においては独占や寡占体制となる可能性が大きい。したがって，

ζのような価値的効率J基準に従えば規模lζ関して収穫逓増産業は資源の最適
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配分の観点から相対的に効率的であるという乙とになる。しかし社会全体の

経済厚生の立場からすれば 独占や寡占はあきらかに経済資源の最適配分を

歪めている。

乙のように市場の特徴を踏まえて港湾運送業の効率性を評価する乙とが必

要である。しかし物的生産性と価格形成力を厳密に分割し，評価するととは

不可能である。そ乙で価格形成力を間接的iζ示す集中度にもとづいてあらた

めて港湾運送業の効率性について検討する。以下では港湾運送市場の市場支

配力を検討し，港湾運送業の資源配分の効率性を評価する。

上野〔9〕は上位6社の出荷集中度が市場支配力を表わすひとつの指標と

仮定し，市場支配力l)IJ（出荷集中度別） IC::産業分類を行っている。そ してそ

れぞれのグループ別にクロスセクションデータを用いてあらたに効率基準線

を推定した。表4はその分績と推定結果である。予想されたように支場支配

力が強力になるにしたがって切片は上昇し 直線は上方lζ移動する。しかし

傾きは逆に小さくなり，直線は下方lζ移動する。

4 市場支配力と産業間効率性基準線

α（切片）千円 (3 （傾き〕 産業数

集中度 70~百以上 2 2 3 9. 1 0. 1 1 6 5 19 

集中度 50～70% 1 9 5 5. 5 0. 2 4 5 2 36 

集中度 30～ 50% 1 3 83. 4 0. 4 1 8 9 42 

集中度 30%以下 7 4 3. 9 0. 8 0 0 8 35 

全 体 1 6 7 8. 4 0. 2 3 0 1 13 2 

資料出所 上野〔 9 〕p62 

さて，港湾運送業における船内，沿岸，はしけ運送業は先の産業分類のど

れに所属するかである。上位6社の出荷集中度を計測するためのデータが得

られなかったので，市場支配力を企業規模から推定するととにしよう。 『港
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湾運送実態調査報告書』による大企業，中小企業別の企業数が表 2fc示され

ている。乙の港湾運送業ILおける大企業 117社が占める市場占有率は，船内

荷役66.4%，沿岸荷役 52.4%，はしけ運送 55.85ぢ，そ して港湾運送業全体

では 56.85ぢとなっている（比率は全額ベース，表2を参照）。乙の数値から

判断するならば，港湾運送市場は独占ないし寡占市場ではなく，中小企業が

その大部分を占める市場支配力の弱し、競争市場といえる。そ乙で港湾運送市

場を集中度305ぢ以下の産業とみなし，効率基準にもとづいて効率性を評価す

れば，沿岸荷役のみが相対的に非効率産業fc属し， 船内・はしけ運送，港湾

運送業は相対的lζ効率産業iと入る（図3参照）。乙のように港湾運送市場で

は市場支配力が弱く ，中小企業を中心とする競争市場であるとすれば，昭和

44年， 45年の港湾運送業における資源配分は相対的に効率的であったといえ

る。
図 •3 市場支配力と産業問効率基準線
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しかし港湾運送市場は中小の零細企業が占めるという特徴の他K，料金の

認可制をはじめとして事業の許認可及び設備調整など企業行動K対して政府

の規制・介入が行なわれているという特徴を有している。さらに料金，数量，

設備 ・運賃協定および運送条件について独占禁と適用除外法にもとづく共同

行為が認められている。このような規制・介入，共同行為等は当然港湾運送
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市場における価格操作ないし市場支配力に影響を与えるであろう。したがっ

てこのような市場の特徴をどのように評価するかによって，効率性の評価基

準も異なってくる。

一般に，市場構造の寡占化が進むほど寡占力による価格の下方硬直性や価

格の変動が小幅となる。逆に，市場構造が競争的であるほど，需給関係と価

格は不安定化し，価格変動の幅は大きくなる。すなわち市場支配力が強力で

あれば，価格は下方硬直的でかつ安定的であり，市場支配力が弱L、とすれば，

価格は上下IC変動し不安定であるといえよう。乙のような価格変動の特徴か

ら港湾運送業の市場支配力を評価するとすれば，それは強力であったといえ

よう。というのは，戦後から最近までの港湾運送料金は戦後幾度となく生じ

た景気変動にもかかわらず下方硬直的であり 比較的安定的に推移している。

日本の代表的寡占産業のひとつである鉄鋼産業の鋼材や鉄鋼原材料の価格が

同期聞において上下に変動していることと比較すれば，港湾運送料金がし、か

に安定的であったかが理解できる。

以上の港湾運送料金の安定性から 港湾運送市場は市場支配力が強力であ

り，その強力な市場支配力の下で価格操作を行い付加価値を増加させること

が可能であったという判断もできょう。乙の判断にしたがって，港湾運送業

の市場構造を踏まえて効率性を評価するための産業分類を行なうならば，港

湾運送業は出荷集中度30%未満のグループではなく，市場支配力が最も強力

な出荷集中度70~ぢ以上のグノレープiζ分類される。そ乙で港湾運送業における

市場支配力が強力なものであると仮定し，集中度70%以上のグループの効率

基準線にもとづいて，港湾運送業の資源配分を評価すれば，船内，沿岸，は

しけのすべての業種が相対的に非効率産業という乙とになる。すなわち，港

湾運送業は市場支配力が強力なグノレープ内にあっては，過剰設備をかかえて

いた非効率産業であった（図3参照）。

乙の節での分析結果は以下の三つに要約される。（イ）製造業 135業種のデ

ータから推定した産業間の効率基準線にもとづいて，港湾運送の資源配分を

評価すれば，港湾運送業は相対的lζ非効率産業であり，三業種のうちで船内

が最も効率的であり，沿岸が最も非効率産業であった。（ロ）港湾運送市場の
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市場構造の特徴が中小企業からなる競争産業であるならば，乙のような市場

構造をもっグループ内Kあっては，港湾運送業の資源配分は相対的に効率で

あり，沿岸荷役のみが非効率産業であった。い）（ロ）の場合とは逆K，港湾運

送市場の市場構造が価格の下方硬直性から市場支配力が強力な産業であると

するならば，そのようなグループ内lとあっては，港湾運送業の資源配分は相

対的K非効率的であり，三業種すべてが非効率産業となる。乙の三つの結論

は製造業のデータから得られた効率基準と市場支配力の前提とによるもので

ある。しかしそ乙での分析は港湾運送業のサービスの特徴を前提としたもの

ではなかった。そ乙で次節ではサービスの特徴を前提とした効率基準線を導

出し，それにもとづいて港湾運送の資源配分についての評価分析を行なう。

注 (1) 上野 〔9〕Po53 

(2) 港湾運送業の船内，沿岸，はしけ等の港連収入は昭和44年のデータのみが

利用可能であった。また昭和44年一45年の付加価値率は39年と50年の平均値

である。

(3) 乙のような前提は意見の分れると乙ろであろう。というのは輸送の技術革

新といわれたコンテナリゼーションが進行しており，コンテナ化率は昭和44'

45年において8.6 %, 12 9 % （港湾局計画課）となっていた。

(4) 上野の分析結果によれば，効率産業は化学繊維，有機化学，石油精製，産

業用機械，民生用電気機器，通信機器，自動車a飲料（ビーノレ，果実酒，蒸

溜酒），ガラス等の産業てあり，非効率産業は水産食料品，紡績業，織物業，

木製品，皮革製品，紙パルプ，製鉄等の産業となっている。上野〔9〕w
52 -53 0 

40 港湾運送サービスの特徴と効率性

港湾運送業は製造業とは基本的に異なるいくつかの特徴を有している。 第

ーに，港湾運送業が生産（提供）するサービス量は需要要因lとよって一義的

に決定されるという乙とである。すなわち，港湾運送サービスは生産と消費

の同時性（サービスの貯蔵不可能性）という特徴をもっ。それゆえに，生産

要素投入量は需要のピークlζ対応して決定される。第二K，港湾運送の生産

性上昇率は物的財部門の生産性上昇率と比較して相対的に低いことが予想さ

れる。それは，サービス量が需要要因によって一義的K決定されるため，労
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働の最適配分が実現しにくい乙とによる。また 貨物の安全確実な運送とい

う観点から， 1人当りの労働生産性が上昇する乙とを必ずしも望ましい乙と

としなし、からである。 第三K，政府の介入・規制は，製造業における行政

指導によるものではなく，法律にもとついて行なわれている。乙の規制介入

は公共性，外部効果，安全性，中小企業の保護育成等の理由から行なわれて

いる。

これらの特徴は港湾運送業だけの特徴ではなく，第三次産業（サービス産

業） において共通な特徴であるといえよう。そ乙で乙乙では，乙の港湾運送

サービスの特徴を前提として，市場支配力にもとづく産業分類ではなく，財・

サービスの特徴にもとづく産業分類を行なう。そしてその産業分類から産業

聞の効率基準線を推定し，それにもとづいて港湾運送業の資源配分について

評価する。

（｜） データと計測結果

さて， 『経営指標ノ、ンドブック』の倒産業のクロスセクションデータにも

とづいて産業聞の効率基準線を推定する。 l人当りの純付加価値と労働装

備率は同データをそのまま利用している。そ して倒産業を製造業64産業，非

製造業20産業K分割し， それぞれの効率基準線を推定する。さらに，第三次

産業を再分割し， 18産業聞の効率基準線を推定する。

昭和48年10月の石油危機によって日本の産業構造は大きく変化し，それと

ともに高度成長経済も終りを告げる乙とになった。また，港湾においてもコ

ンテナ化の進展によって，港連運送業も大きな構造変化を経験する乙とにな

った。 ζれらの構造変化が港湾運送の資源配分にどのような影響をもたらし

たかを検討する乙とは重要な意味をもつであろう。そ乙で，石油危機前，石

油危機後，そして現在の資源配分の状態を評価するために，昭和45年（ 1970) 

50年（ 1975)'55年（ 1980 ）の産業間の効率基準線を推定する。

表5はその推定結果の要約である。それによると，回帰係数のt一統計量

は有意水準0.1%ですべて有意である。自由度修正済決定定係数ICついては，

石油危機後の昭和50年におけるすべての推定線が低くなっている。特lζ製造
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業については 0.168という極端に低い値となっている。乙れは石油危機によ

って産業構造が大きく変化したためであり，特iζ全面的に石油に依存してい

た製造業への影響が大きかった乙とを意味している 。

表.5 産業間効率基準線の推定結果

年 産 業 標本
定数項（ω資本価格

DW  
＝賃金 C/3) lf2 s 

0.1994 
全産業 84 1,994.8 

C0.0158) 
0.655 865.8 1.965 

0.2067 
昭和 製造業 64 1,806.5 0.667 433.9 1.485 

(0.0183) 
45年

0.1729 
0970) 非製造業 20 2, 732. 7 

(0.0330) 
0.582 1,506.8 2.379 

0.1776 
第三次産業 18 2 609.4 

C0.035心
0.587 1 579.2 1.888 

0.2213 
全産業 84 3 183. 7 

C0.0232) 
0.520 1,916.3 1.441 

0.1366 
昭和 製造業 64 3 119.4 

( 0.0369) 
0.168 1,258.8 1.603 

50年

(1975) 非製造業 20 5 070.0 
0.1933 

(0.038η 
0.557 2 674.8 1.966 

0.1917 
第三次産業 18 5,061.0 

(0.0435) 
0.520 2 898.6 1.654 

全産業 84 5 638.9 
0.2622 

(0.0183) 
0.712 2 464.3 J.562 

0.2907 
昭和 製造業 64 5 009.0 0.620 1,455.3 1.203 

C0.0285) 
55年

(1980) 非製造業 20 7,625.9 
0.2305 

C0.0358) 
0.681 4 102.5 1.500 

0.2273 
第三次産業 18 7 646.0 0.648 4,434.3 1.135 

C0.040 ) 

( ~i 標準誤差： R2は自由度修正済決定係数，すは推定値の標準誤差，D.W
はタービンワトノ／比

昭和45年の製造業の推定結果と上野裕也のそれとを比較すれば，われわれ
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の推定結果が定数項（賃金）については 128千円（年額）だけ高い， そし

て回帰係数（資本価格）fとついては， 0.023だけ低い推定結果となっている。

石油危機の影響が大きい昭和50年の推定結果を除いて，賃金を産業別に比

較すると，昭和45年では最低が製造業であり，そして第三次産業，非製造業，

のJI国となっている。 55年では製造業非製造業 第三次産業となっている。

一方資本価格fLついては， 45年， 55年と も最低が非製造業であり，そして第

三次産業，製造業のJI固となっている。最低と最高の差についてみれば，昭和

45年の賃金が926.2千円，資本価格が00238. 55年の賃金が2,637千円，資

本価格が0.0524という格差が存在する。

乙のように市場支配力（集中度）による産業分績を行なって推定した産業

聞の効率基準線が位置も勾配もそれぞれ大きく異なったように，財・サービ

スの特徴にもとづいて産業分類を行ない推定した各々の産業聞の効率基準線

も大きく異なっている乙とがわかる。そ乙で以下では第三次産業聞の効率基

準線にもとづいて港湾運送の資源配分を評価する。

（｜｜）評価・分析

図4は昭和45年の第三次産業の産業聞の効率基準線と各産業のプロット点

を示したものである。 それによると港湾運送業（分類番号⑭）は相対的に

非効率産業であった。すなわち当時の港湾運送業の資源配分は非効率的であ

り，相対的iζ過剰雇用，過剰設備を保有していたといえよう。また港湾運送

業において投入されていた生産要素は過少な報酬しか得ておらず，その不足

分は労働者 l人当り年舗382千円となっている。

効率産業としては，倉庫業，民間放送，総合商社，航空，不動産業者等が

あげられる。非効率産業としては，小売業のその他百貨店，スーパー，鉄道

業の大手，中小，電気業，都市ホテノレ等があげられる。また平均的産業とし

ては，卸売業のその他卸売，小売業の大手百貨店，道路貨物運送，映画制作．

海運業の中核体等があげられる。港湾運送業も乙の平均的産業にあげる乙と

ができる。

運輸業は製造業とともに相対的に非効率産業に含まれている。その運輸業
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図4 昭和45年産業問効率基準線
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の中で鉄道業が最も非効率的産業であり，港湾運送業と道路運送業は平均的

産業であり，航空だけが効率的産業となっている。港湾運送は前節で上野の

推定した産業間効率基準線lζもとづいて評価した場合とほぼ同じ結果になっ

たといえよう。労働者 1人当りの付加価値（報酬）の不足分で比較すれば港

湾運送業は，運輸業の中では相対的lと効率的であるといえよう。運輸業563

千円，鉄道の大手 1,285千円，中小 1,385千円，道路運送435千円， 製造業

761千円の付加価値不足となっている。

次iζ昭和50年の資源配分の状態について検討しよう。図 5Iζ示されている

ようK港湾運送業は第三次産業のなかで相対的に効率産業となっている。日

本は石油危機によって甚大な影響を受けたが， 石油危機後の港湾運送業の資

源配分は相対的に効率であったといえよう。そして労働者 l人当りの付加価

値の超過分は年額 299千円となっている。乙の額は，効率的産業である倉庫

業70,474千円，民間放送 3,795千円，総合商社 3,507千円，不動産業の 3,3回

千円よりもかなり低い。したがって港湾運送業の資源配分は生産要素投入量

K対する付加価値が昭和45年では不足となっていた状態（非効率） から，昭

和50年ではそれが超過する状態（効率） へと改善されてはいるが，他の効率

産業と比較すればその超過分は小さくなお平均的産業であるといえよう。
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図.5 昭和50年産業間効率基準線
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非効率産業としては鉄道業大手，中小私鉄，海運業，都市ホテル，電気，

ガス業等があげられる。そして製造業と運輸業も非効率的産業に入る。製造

業の付加価値不足は 2,160千円であり，運輸業の 1,062千円より大きい。乙

の運輸業のなかで港湾運送が最も効率的産業であり，鉄道業と海運業は最も

非効率的産業となっている。

昭和45年から50年の聞において非効率産業から効率産業となったのは港湾

運送業と映画製作である。逆lζ効率産業から非効率産業となったのは航空で

ある。また海運業と製造業は昭和45年において平均的産業であったが，昭和

50年iζは非効率産業となっている。乙のように，航空，海運，製造，電気業

等の乙れらの産業は資源配分の昭和45年よりも状態が悪化しているといえよ

う。また海運業と製造業は特lζ昭和45年において平均的産業であったが， 50

年には非効率産業となっている。乙のように航空，海運業，製造業，電気業

等の資源、配分の状態は昭和45年より も悪化している。

最後iζ，現在（昭和55年）の港湾運送業における資源、配分の状態について

検討しよう。図6fC:示されているように港湾運送業は相対的に非効率的産業

となっている。 そして付加価値の不足分は労働者 1人当り年制 1,853千円と

なっている。乙のように港湾運送業は再び非効率産業となり，資源配分の状
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図.6 昭和55年産業間効率基準線
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表.6 付加価値の過不足

骨臨 昭和45年（ 1970年） 昭和50年（1975年） 昭和55年(1980年）
産業

番号 現実直 推定植 過不足 現実植 推定値 過不足 現提！直 推定植 過不足

却兜II色合商1 I l咽ι。 3,152.2 1833.7 ··~＇－＇ 6.000.2 3 .... 7 13田1.0 8.!m.2 5.m.l.7 

そ伺陸卸売 2 J，由。 工事16.3 152.6 6.ro2.o 弘前0.0 lil.9 JO，由。 8，π5.6 I.制 3

•H提案大手百貨店 3 2.臼•.o 3.162.5 醐 S W9.0 5傍6.1 ーI.倒71 6包6.0 B，日9.0 ー］百3.0

そタ3値百貨磨 4 I，剖10 3,1113 -11&4.3 4錫6.0 6!00.9 ー1,61'-9 7.~・0 9,1邸3 .，，関＇－＇

電訳業 5 4部品。 6岨 3 -1 U7.3 JO.I日ρ 13.182.5 -31Yl9.S 包，問。 n四 8 ・4E!8 

.ス l 6 3.~7.0 <.613.7 ーJI咽ι7 6明。 8:587.2 ーl回7.2 12，闘。 14，担3.5 -I醐 5

不’O産高 7 I l打3.0 !0.7国8 I.即＂ 却.9!2.0 17.~4.4 33675 話，1!0.0 28&16.3 6総3.6

~遺産中 tu 日 5.019.0 ~.435.7 466.1 7お＇・＇ 9以4.5 2国 S 11，詞1.0 14魁3.8 ー2剖2.7

その他梅運I 9 3,914.0 472.5.1 ・811! 6四 0 8釦7,7 -2，調7 JO，也5.0 14お4.6 ー36196

鉄温.大手 IO 2.?Jl7.0 3Sil.8 ーl詔＇－＇ 4包l日 ...調0.3 -2，制＂ 71420 12105.2 －•.缶32

中4 11 l回3.0 3278.3 -I高 3 4，回5自 6,!1.12.0 ＿，輔7.0 6,613.0 II高1.• 018.9 

道路貨~還送 12 2.あ5.0 2.799.8 <34.8 <.<38.0 5，岨6 ~2.6 6.959.0 a田 9 -1310.9 

~茸蓮，s 13 ＇明。 3揃 9 i担1.0 5.密JO 6,712.4 得1.4 J0.~4.0 mη3.2 l切7

~ ~遷追 14 ＂~＇－＇ 1島lI 一l!21 S関8.0 5，日91 怨8.8 6,725.0 8.578.3 -11153.J 

t 司巳 魯 15 i.452.0 3“日1 4，醐8 13団7.0 6，間9 1，刷7日 13，町4.0 m醐 8 3873.l 

島市ホテ ル 16 ＇却•7.0 3個5.9 ーl，岨9 U.13.0 6話2.1 -l919¥ 7釘6.0 ＇・即 2 -2踊 2

唆画製作 17 3白2.0 3，叫5,3 ：田3 88Xl.O 6819.4 l，調。ι 14，剖7.0 間$2.l J:ZU 

I( r~ ~ ;; 18 5.875.0 34i0.7 1叫'-2 IO.Zl3.0 6，拍7.8 1市5.1 21.237.0 10,"3.< JO咽臼35 
w 遺棄 19 ＇訂9.0 31叫.2 ・i612 3.Sf6.0 6咽臨5 -2.159.5 70'n0 9.3!5.7 ＿，，羽2.1

運峨盆 20 ＇胡9.0 3,C5l5 $2.5 4 倒•.o 6聞 8 -J郎18 7掴 O 9:52.6 -J，臥＂

ll'f,)' T 円 その他lilt／，＇；はスーパを含む
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態は50年よりもかなり悪化している。

50年の状態と比較して，資源配分が改善されたのは航空，民間放送であり，

逆iζ悪化したのは港湾運送，鉄道業である。海運業も道路運送業も改善され

ていないように運輸業の資源配分は45年よりも相対的に悪化しているといえ

よう。一方製造業は相対的K若干改善している。

以上の分析から，産業の資源配分の状態が一定ではなく変動している乙と

がわかる。特に港湾運送と航空は循環変動している。発散的変動を示してい

るのは映画製作であり，常lζ効率的産業であったのは，総合商社，民開放送，

倉庫業であり，逆lζ常iζ非効率産業であったのはその他百貨店・スーパー，

鉄道業，都市ホテル，電気業である。平均的産業であって比較的安定的であ

るのは卸売業のその他卸売，道路運送，ガス業となっている！：

注（1) サービスの財としての特徴については，宮沢〔4〕Pp 196 -202 

(2) 日本開発銀行／設備投資研究所編『経営指標ハンドブック 』1977年版，

1980年版を使用している。

(3) 18産業については表6を参照。

(4) 産業の分類番号は表6を参照。表6は各産業の付加価値と推定値（理論直）

および付加価値の過不足分 f誤差）を示す。

(5) 全産業84業種による産業問効率基準にもとづく評価では，昭和45年道路運

送，航空運輸，港湾運送が相対的f＜：効率産業となる。50年では運輸業がさら

に効率産業f＜：人る。 55年では45年と同様な分類となる。また非製造業の産業

間効率基準線lζもとづく評価では，第三次産業の場合と同様な結果となった。

5. むすび

最後に，以上の分析から導かれた結論を要約してお乙う。

（イ）昭和44,45年当時における港湾運送業は相対的に非効率産業であった。

しかし，他の非効率産業の付加価値の不足分との比較において，港湾運送の

それは小さく平均的産業であるといえる。そ して港湾運送業のなかで船内が

最も効率的であり，次にはしけ，そして沿岸は非効率産業であった。

（ロ）財・サービスの特徴を前提として推定した効率基準線は各産業聞にお

いて有意な差が存在する。
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レサ港湾運送業は運輸業のなかで相対的IL効率産業である。逆lζ非効率産

業は鉄道業である。

（ニ）港湾運送の資源配分の状態は相対的にも安定的ではなく，過去10年聞

において循環的lζ変動していた。常に非効率産業であったのは鉄道業，平均

的産業であったのは道路貨物運送であった。
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